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代表幹事の就任にあたって 

代表幹事 久本憲夫 
 
 社会問題があらゆる社会層に広がってきているのが、現代

の日本社会でしょう。格差社会化がいわれますが、失業者や

低賃金層はいうまでもなく、「恵まれた層」といわれる正規雇

用労働者たちにとっても、生活水準の向上は実感なく、残業

の一般化や長時間化などの問題が深刻に感じられています。

現代社会には「不安」が蔓延しているのです。社会政策学会

の果たすべき役割はますます大きくなっています。 
 こうしたなかにあって、私は選出幹事による互選により第 31
期（2010-2012 年期）代表幹事に選出されました。本学会は
長い変革期を経て、安定期に入った観があります。もちろん、

多くの課題が生まれてくることが考えられますが、それに適切

に対応できるような体制作りをおこなっていきたいと思います。 
 学会員は順調に増加しており、1200 名を超えるまでになり
ました。今後もこの傾向が続くように学会員数の拡大に向け

て、一層努力していきたいと思います。そのためには、学会

活動そのものの強化が必要であり、それが学界における学会

の存在感を高めることにもつながるでしょう。もちろん、最も重

要なのは学会員相互の研究学術水準の向上にあります。幸

いなことに、春季大会、秋季大会とも報告者・参加者とも逓増

傾向にあり、とくに非会員の参加の多さが、本学会が大きな

社会的関心のある問題に積極的に取り組んでいる証拠でも

ありましょう。これまでの学会改革の方向を基本的に引き継ぐ

とともに、学会改革の成果の上にたって社会政策研究の活

性化をはかることが今期幹事会の課題です。そうした観点か

ら、今期において次の点に重点的に取り組みたいと考えてい

ます。 
 第 1 に、学会誌 『社会政策』 を着実に刊行し、社会政策
研究の分野で評価される学術雑誌に育てることです。そのた

めには、会員がその研究成果を 『社会政策』 に積極的に投
稿する体制をつくることが大切です。大会では、専門部会や

自由論題において多くの研究報告がなされているにもかかわ

らず、そのなかで投稿される論文数は決して十分であるとは

いえません。学会員の積極的な 『社会政策』 への投稿拡大
に向けた努力をしていきたいと思います。大会や専門部会、

地方部会等での研究報告や議論を学会誌への論文の投稿

に結びつけることも推進したいと考えています。 
 第 2 に、さらに専門部会や地方部会の活動を活性化させ、
多くの会員が大会以外の場でも研究成果を報告、議論でき

る体制を整備することです。それぞれに自主・自律性を尊重

することが、本学会の大きな特徴であり、あるいは大きな強み

となっています。学会を盛りたてている「専門部会」「地方部

会」の一層の促進を図りたいと思います。 
 第 3 に、国内外の関係学会等との連携を強めたいと考えて
います。国内では、社会政策関係の学会によって「社会政策

関連学会協議会」が結成されています。ここを中心に学会間

の連携・協力を強めます。また国際交流委員会の活動等を

通じて、これまで以上に海外の諸学会や諸団体との友好・協

力関係や学術交流も進めたいと思います。 
 他方で、課題も少なくありません。学会事務も膨大化してお

り、一面で簡素化、効率化も求められるようになっております。

特定の学会員に負担がかからないように配慮しながら、学術

研究の促進を図る必要があります。 
 以上のような方針にそって、幹事の皆様の協力を得ながら、

学会運営にあたりたいと考えていますが、学会を支えている

のは一人ひとりの学会員自身です。学会員の皆様のご協力・

ご支援を得て、学会を運営してまいりたいと思いますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

 
 
 
 
 第 120 回大会が開催された 2010 年 6 月 19 日（土）に 17
時 15分から約 1時間にわたって、早稲田大学国際会議場に
おいて、社会政策学会会則第 20 条にもとづき 2010 年度総

会が開催された。まず、議長に吉村臨兵会員が選出され、続

いて配布資料に沿って次の通り議事が進行した。 
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1．2008 年度活動報告 

 阿部代表幹事から現勢報告があった後、2009 年度の活動
状況について報告があり、拍手で承認された（活動報告を参

照）。 
2．2009 年度決算報告、会計監査報告 

 石井会計担当幹事から決算報告が、続いて武川正吾会計

監査から会計監査報告があり、拍手で承認された（決算書を

参照）。 
3．2010 年度活動方針 

 代表幹事から、2010 年度活動方針について提案があった。
会員から幹事選挙のあり方について意見が出された。その後

拍手によって原案が承認された（活動方針を参照）。 
4．2010 年度予算案 

 石井幹事から2009年度予算案について提案があり、このな
かで、大会開催費および部会活動費の見直しを行い、これら

の支出を増額したことなどについて説明があった。予算案は

拍手により承認された（予算を参照）。 
5．諸規定の改正 

 代表幹事から、「春季大会企画委員会規程」および「秋季

大会企画委員会規程」第3条、第 4条の改正案（企画委員の

任期を規定）の提案があった。当日の資料に一部誤りがあっ

たため、配布資料を修正したうえで改正案を提案し、拍手で

承認された。 
6．社会政策学会賞選考委員会報告および表彰 

 遠藤委員長より、社会政策学会賞の審査経過および審査

結果の報告があった。その後、代表幹事より受賞者に表彰状

が授与された。 
7．名誉会員の推挙 

 代表幹事から、幹事会が荒又重雄会員、金持伸子会員、

庄谷怜子会員を名誉会員に推挙したことについて報告があ

った。 
8．各種委員会報告 

 平岡編集委員長から編集委員会の報告、埋橋秋季大会企

画副委員長から秋季大会企画委員会の報告がそれぞれ行

なわれた。 
9．その他 
 今秋の第 121 回大会の開催校である愛媛大学を代表して
長井偉訓会員から、多くの会員の参加を呼びかける挨拶が

あった。

 
 
 

現勢報告 
2010年 6月 17日現在の会員数 
会員数 1,227 名 
内訳 一般会員 ：1,023名 

院生会員 ： 166名 
名誉会員  ：   38名 

 
2009 年度の活動報告 

1．年 2回の全国大会の開催 
 本学会では、春・秋の 2回にわたり全国大会を開催してきた
が、今年度も 2回の大会が開催され、いずれも多数の参加者
があった。春季の第 118回大会は、2009年 5月 23～24日に
日本大学法学部で開催され、非会員 144 名を含め 489 名と
いう過去最大の参加者があった。初日は「福祉社会の変貌と

労働組合」のテーマで共通論題が開かれ、2日目にはテーマ
別分科会が 13、自由論題が 20報告行なわれた。 
 また、秋季の第 119回大会は、10月 31日～11月 1日に金
城学院大学で開催され、305 名の参加があった。共通論題
「最低賃金制度と生活保護制度」が初日に行なわれた。2 日
目は、テーマ別分科会が 7つ、書評分科会が 2つ開かれ、さ
らに自由論題では 30 報告が行なわれた。最近は、テーマ別
分科会の数も、自由論題の報告数も多数にのぼり、日程を組

むことが難しくなってきた。学会活動が活発になっているなか

で、大会のあり方について見直す必要も出てきており、企画

検討委員会で検討を進めている。 
 
2．部会活動の活性化と全国大会との連携の強化 
 今年度は、春季大会で、ジェンダー部会、産業労働部会、

非定型労働部会、労働史部会、保健医療福祉部会、労働組

合部会、学会史小委員会がテーマ別分科会を開いた。また、

秋季大会においては保健医療福祉部会、労働組合部会が

分科会を開いた。これに加えて総合福祉部会（2月21日）、非
定型労働部会（3月27日）、保健医療福祉部会（1月 30日）、
少子高齢化部会（6月 6日、10月 24日、3月 11日）などが
大会以外に研究会を開催した。 
 一方、2009年7月に「日本・東アジア社会政策部会」が新た
に設立された。全体として専門部会の活動は活発であり、そ

れが学会活動の活性化に結びついている。 
 地方部会については、地域による違いはあるものの、定期

的に研究会を開催するなど活発に活動を行っている。 
 
3．学会誌の定着と発展 
 学会誌 『社会政策』 は、今年度第 1巻第 2～4号が発行さ
れた。発行は当初計画よりやや遅くなりがちではあるが、学会

誌の年 3回の発行という当初の計画は実現された。学会誌の
新たな企画もスタートし、内容的にも充実がはかられた。ただ、

投稿論文数はあまり増加していない。 
 学会誌の年 3回の発行にともない編集作業が増大しており、
編集委員の負担も大きくなっている。そうしたなかで、2009年
度後半から編集作業の一部をミネルヴァ書房に委託した。今

後は、編集委員会の負担をできるだけ軽減しつつ、充実した

学会誌をつくることが重要になっている。 
 
4．国際学術交流のさらなる発展 
 国際交流委員会は、2009 年度春季大会において「東アジ
ア社会政策の国際比較研究」と「日本・台湾・香港における

外国人ケア労働者」の 2つの分科会を設定した。同じ春季大
会では、国際交流旅費を利用して、ジェンダー部会の分科

会「今日のジェンダー経済格差の要因と解消を考える」の報

告者にシカゴ大学の山口一男氏を招聘した。 
 また、2月 26日に東京で開催された国際シンポジウム「アク
ティベーションか、ベーシックインカムか－持続可能な社会

構想へ」を国際交流委員会が共催した。 
 さらに、9月に北京で開催された第 5回社会保障国際論壇
および 12 月にソウルで開かれた日韓非正規フォーラムを本
学会として後援した。 
 国際的な学術交流は大きく広がっており、本学会としても学

術交流にたいして組織的に取り組む必要が出ている。 
 
5．若い会員の能力発揮の機会の拡大 
 今期（2008-2010 年期）は、中堅から若手の会員が企画委
員会をはじめ学会の各種委員会委員として活躍している。ま

た、大会、部会等において、若手の会員も多数報告を行なう

など、活発に活動した。 
 
6．関連諸団体との協力関係の強化 
 2008年 7月に社会政策関連学会協議会が発足し、社会政
策学会も加盟した。今年度は、協議員会が 3 回開催され、7

３．2009 年度活動報告 
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月にはホームページが公開された。また、3 月に開催された
福祉社会学会若手主催研究会「論文制作の舞台裏－思

いつきから論文執筆まで」を協議会関連の行事とし、学協会

員の参加を呼びかけた。 
 
7．学会財政の健全化 
 社会政策学会大会会計指針にもとづく大会運営などが定

着したこともあり、大会開催に関する財政はおおむね改善さ

れた。その反面、学会誌の編集作業の一部を出版社に委託

したため、その委託費の支出が増加した。しかし、今年度の

決算は黒字であり、また、積立金もかなりの額にのぼっており、

学会財政は安定している。 

 一方、学会誌の契約更新時期をむかえ学会誌関連の支出

が不確定であること、また大会参加者の増加にともない大会

開催経費が増加していることなど、財政支出が増加してゆく

おそれもある。たえず支出の見直しを進めながら、財政の健

全性を堅持してゆくことが必要である。 
 
8．会則・諸規程の整備 
 学会の会則・諸規程について、幹事会におかれたプロジェ

クトチームを中心にして検討を進めてきた。その検討を踏まえ

て、2009 年 10 月に金城学院大学で開催された臨時総会に
おいて、会則の改正を行なった。

 
 
 
 
委員長 遠藤公嗣 

委 員  佐藤忍、竹内敬子、三重野卓、室住眞麻子 
1．選考経過 

 2009年 10月 30日に開催された幹事会にて、選考委員 5
名が委嘱された。翌 10月 31 日に、第 1 回選考委員会を開
催し、互選で遠藤公嗣を委員長に選出した。また、選考の基

準と候補作の検索方法について、昨年度委員会の決定を踏

襲することを確認した。すなわち、選考の基準とは、第 1 に、
会員の単著に限定すること、第 2に、奨励賞は「若手」に授与
するが、その「若手」とは年齢で区切らずアカデミック・キャリア

で判断すること、第 3 に、学術賞は複数受賞がありうるが、2
点を上限とすることが適当であろうこと、であった。また、候補

作の検索方法とは、会員名簿にもとづいて、新刊書の DB を
用いて検索を行うこと、そのために学会賞予算を一部充当す

ることであった。 
 ニューズレターの第 7 号および学会ホームページで、学会
賞候補作の推薦（自薦含む）を募った。その結果、2 名の会
員から 1点の推薦があり、1名の会員から 1点の自薦があった。 
 2010 年 1 月に、学会賞受賞資格である会員歴 3 年以上
（2010年 6月 19日現在）の会員名簿の作成を、ワールドプラ
ンニングに依頼した。条件合致の会員は 1040名であった。こ
の 1040名の名簿をもとに、国会図書館 DBおよび 2つの大
型書店の書籍検索 DBに会員名を入力し、2009年 1月から
12 月に刊行された会員の単著を検索した。この結果、57 点
の単著がリストアップされた。57 点から、委員で手分けして、
市販されていない著書、過去に学術賞を受賞した会員の著

書、実務書、新書、教科書、入門・概説書、随想、であること

が明らかな著書を確認して、これらを除外した。その結果、推

薦（自薦含む）2点を含む 26点が残った。 
 第 2 回選考委員会は 3月 6 日に明治大学にて開催した。
26 点の著書すべての現物を持ち寄って議論し、この中から、
最終選考に残すべき著書を絞り込んだ。その結果、最終選

考に次の著書を残すことを決定した。 
 
学術賞候補作 3点 
武川正吾 『社会政策の社会学』 ミネルヴァ書房 
河合克義 『大都市のひとり暮らし高齢者と社会的孤立』  
法律文化社 
矢野聡 『保健医療福祉政策の変容』 ミネルヴァ書房 
奨励賞候補作 4点 
枡田大知彦 『ワイマール期ドイツ労働組合史』 立教大学
出版会 
山田壮志郎 『ホームレス支援における就労と福祉』 明石
書店 
林祐司 『正社員就職とマッチング・システム』 法律文化社 
斎藤悦子 『CSR とヒューマン・ライツ』 白桃書房 

 これらの候補作を委員全員が精読し、候補作それぞれの評

価メモを作成するとともに順位づけをして、第 3 回選考委員
会に持ち寄ることとした。 
 なお、次の著書は最終選考には残らなかったものの、意義

ある優れた著書として高く評価された。 
 白波瀬佐和子 『日本の不平等を考える』 東京大学出版会 
 中村眞人 『仕事の再構築と労使関係』 御茶の水書房 
 布川日佐史 『生活保護の論点』 山吹書店 
 第 3 回選考委員会は 5月 8 日に明治大学にて開催した。
各委員が作成した評価メモと順位づけをもとに議論し、以下

のように受賞作を決定した。 
 
学術賞 
該当作なし 
奨励賞 2点 
枡田大知彦 『ワイマール期ドイツ労働組合史』 立教大学
出版会 
山田壮志郎 『ホームレス支援における就労と福祉』 明石
書店 
 
2．奨励賞選考理由 

 枡田大知彦 『ワイマール期ドイツ労働組合史－職業別

から産業別へ』 立教大学出版会 
 本書は、ドイツ・ワイマール期の労働組合におけるいわゆる

「組織問題」の展開と帰趨を、労働組合内部資料等の第一次

資料に基づいてきわめて精緻に分析したものである。職業別

組合から産業別組合への組織的再編成の大会決議の不履

行という不可解な史実の謎解きをとおして、この時代特有の

歴史的位相を浮き彫りにしている。「組織問題」を「混在型経

営」との関連性のなかでダイナミックに解明するとともに、「統

一組合」への曲折した道筋を提示している。とりわけ運動の

底流にある労働組合指導者たちの信念・保身・軋轢・確執・

変節といった人間模様がリアルに生き生きと描かれている。

いわば当事者的な視点から再構成された労働組合運動史で

ある。ワイマール期労働組合研究史の空白を埋める労作で

あるといってよい。とはいえ、労働組合の組織間関係に分析

の焦点が置かれてしまい、労使関係の実態との関連性が見

えづらくなっている点は残念であるし、また現在のわれわれ

が抱える今日的課題との接点についても希薄であるといわざ

るをえない。 
 山田壮志郎 『ホームレス支援における就労と福祉』 明石
書店 
 本書は、ホームレスという極めて現代的なテーマを扱ってお

り、先行研究のレビューをおこない各種の統計調査結果も利

用したうえで、山田氏が独自に深く関わった事例調査の結果

をおもに利用した、山田氏の熱い気持ちが感じられる研究業

４．第 16回（2009 年）学会賞選考報告 
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績である。事例調査の主な対象は、自立支援センターの利

用者および生活保護制度にかかわったホームレスである。そ

して、当事者であるホームレスの多様性と基礎的ニーズを踏

まえた住宅、仕事、関係性、の三者の確保と回復を目指して、

「就労と福祉の複線的アプローチ」に基づく施策の再構成を

著者は提言している。しかし、計量分析の実施、聞き取り調

査事例数の増加、調査結果のさらなる論理化、などが今後の

研究でさらに求められるように思われる。また、国によるホー

ムレスの定義から抜け落ちるため対策の対象とならない若年

ホームレス、例えば「ネットカフェ難民」などについても、研究

を広げられることを期待したい。 
 
 他の最終選考候補作について、簡単な講評を付加する。 
 
 武川正吾 『社会政策の社会学』 ミネルヴァ書房 
 本書は、武川氏の 30 年近い研究歴から生まれた論文から
13本を武川氏がえらんで収録し、新たに序章と終章を書きお
ろしたものである。全体は「社会政策の理論」「社会政策の応

用」「社会政策の実証」のⅢ部構成であり、その研究スケール

の大きさを示している。また、各論文の最後に追記を設けて、

論文を自ら解説し位置づけていて、読者に便利である。本書

は、社会学的な社会政策研究の同時史としての意味があり、

社会政策を研究するものにとって必読の著書であると思われ

る。しかし、全体として論文集の性格をもち、その体系化には

やや疑問があるし、現在ではやや古くなった議論も残ってい

る。13 本の論文をもとにしつつも、記述と構成を全面的に改
訂し体系性をととのえた著書としたならば、より良い著書にな

ったのではないかと思われ、残念である。 
 
河合克義 『大都市のひとり暮らし高齢者と社会的孤立』 
法律文化社 
 本書は、東京都港区および鶴見区に居住しているひとり暮

らしの高齢者の「社会的孤立」に関する訪問調査の結果を分

析し、それに基づいて「社会保障・社会福祉の方向性」およ

び「住民福祉活動への提言」を行っている。調査結果につい

ては全体的な分析に留まらず、事例分析もおこない詳細であ

る。本書が明らかにした「孤立状態にあると判断されるひとり

暮らしの高齢者が港区で 1 割半、鶴見区で 3 割」という調査
結果は、数量的計測として重要な「発見」の１つである。しか

し、高齢者の社会的孤立についての 2000 年代以降の諸研
究も先行研究として参照する必要があったと思われるし、悉

皆調査の結果を含む貴重な調査結果であっただけに、たと

えばクラスター分析など計量分析の手法を利用する必要があ

ったと思われ、惜しまれる。 

 矢野聡 『保健医療福祉政策の変容』 ミネルヴァ書房 
 本書は、1980年から 2006年に至る四半世紀間に及ぶ日本
の保健医療福祉政策について医療および福祉サービスの提

供者集団、官僚、学者等の専門家、政治家・政党、経済界、

マスメディアなど「社会的アクター」の動きから分析したもので

ある。従来の分析が、政策の「受益者」である「一般の人々」

や「患者」の側から捉える視点が多かったことからすると、本

書のこのような視点は非常に興味深く重要である。しかしなが

ら、「社会的アクター」の動きの分析が文書資料の分析のみ

にとどまっていて、各アクターへのインタビューなどがおこな

われていないことは、惜しまれる。また「新政策集団」はサブタ

イトルに含まれ分析軸でもあるが、それはどのような集団なの

か、より明確化する必要があったと思われる。 
 
 林祐司 『正社員就職とマッチング・システム』 法律文化社 
 本書は、正社員雇用を中心テーマとして、その意義の理論

的考察、若年労働政策、大学生への就職支援と大学企業間

ネットワーク、正社員登用、の分析をテーマとした著書である。

現在のホットイシューの分析であり、計量分析もほぼ適当で

ある。しかし、全体として議論と分析の踏み込みがやや浅いこ

と、また、たとえば、性別での違いの分析や、特定地域の分

析結果への留意などに、課題が残ったと思われる。 
 
 斎藤悦子 『CSR とヒューマン・ライツ』 白桃書房 
 本書は、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を、ヒューマン・ライツへ

の配慮に焦点を合わせ、企業文化論のアプローチを援用し

ながら、ジェンダー平等、ワークライフバランス、障害者雇用と

いう 3 つの側面について分析している。現代的問題にふさわ
しい重要な論点と示唆と提言を多く含む意欲的で挑戦的な

著書と評価できる。しかし、調査の分析がやや表面的であり、

提示された方法論が調査の分析に生かしきれていないことと、

キー概念相互の関係などにあいまいな点が残ることなどが、

惜しまれる。 
 
3．あきらかとなった注意点 

 選考の過程で、新刊書DBの検索についての注意点があき
らかになった。まず国会図書館 DBは、納本の遅い出版社が
あるため 1,2 月段階では不完全であり、学会賞のための検索
に不適であることが判明した。他方、大型書店の書籍検索

DB も、入力された氏名に DB によって旧字体の場合と新字
体の場合があるようであり、今後の著書検索作業にあたって

は、旧字体の会員名の検索に注意を要することが判明した。 
 
 

 
 
 
 
 2010 年度の総会において、企画委員会規程が次の通り改
正された。今回の改正によって、委員の任期が規定された。 
【春季大会企画委員会規程】 
（旧） 
第 3条 委員長、副委員長の任期は 2年とする。再任は妨
げないが 3選は禁止する。 
第 4条 幹事会は、学会員を企画委員に委嘱することが出
来る。任期は 2年とする。 

（新） 
第 3条 委員長、副委員長および委員の任期は 2年とする。
再任は妨げないが、委員長および副委員長の 3選は禁
止する。 
第 4条 幹事会は、学会員を企画委員に委嘱することが出

来る。 
【秋季大会企画委員会規程】 
（旧） 
第 3条 委員長、副委員長の任期は 2年とする。再任は妨
げないが 3選は禁止する。 
第 4条 幹事会は、学会員を企画委員に委嘱することが出
来る。任期は 2年とする。 

（新） 
第 3条 委員長、副委員長および委員の任期は 2年とする。
再任は妨げないが、委員長および副委員長の 3選は禁
止する。 
第 4条 幹事会は、学会員を企画委員に委嘱することが出
来る。

 
 

５．規定等改正（2010 年 6 月 19 日総会） 
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自  2009年 4月 1日 
至  2010年 3月 31日 

【収入の部】  （単位：円） 
項  目 ①'09年度予算 ②'09年度決算 差額（②－①） 備  考 

会費収入 11,000,000 10,758,000 △ 242,000 会費納入状況 89.4%  

大会参加費 1,700,000 1,947,500 247,500 春季￥1,240,000 ，秋季￥707,500 

学会誌還元金 1,100,000 1,328,300 228,300 旧学会誌No.19，新学会誌No.1～3 

雑収入 70,000 153,326 83,326 大会開催費剰余分，利息等含む 

当期収入合計 13,870,000 14,187,126 317,126  

繰入金 15,857,459 15,857,459 0  
収入合計 29,727,459 30,044,585 317,126  

 
【支出の部】 

項  目 ①'09年度予算 ②'09年度決算 差額（①－②） 備  考 
大会開催費 2,100,000 2,000,000 100,000  
 春季大会 1,000,000 1,000,000 0  
 秋季大会 1,000,000 1,000,000 0  
 企画委員会活動費等 100,000 0 100,000  
旅費 800,000 365,567 434,433  
部会活動費 180,000 148,694 31,306  
学会誌発行費 4,100,000 3,651,458 448,542   
学会誌代金 2,880,000 2,880,000 0 新学会誌№2～4  

編集作業経費 1,000,000 666,000 334,000 人件費，発送用封筒代，査読者等郵送費 

ネイティブチェック代・謝金等 100,000 102,420 △ 2,420  
編集委員会活動費 120,000 3,038 116,962  
選挙関連費 350,000 364,084 △ 14,084  
学会賞関係費 230,000 63,345 166,655  
 記念品代等 80,000 44,970 35,030  
 審査員図書費等 150,000 18,375 131,625  

国際交流関連費 300,000 150,000 150,000  
広報関連費 100,000 0 100,000  
名簿関連費 0 0 0  
 名簿作成費 0 0 0  
 名簿発送費 0 0 0  

内外諸学会分担金 60,000 55,000 5,000 日本経済学会連合会，社会政策関連学会協議会 

本部経費 2,320,000 2,336,856 △ 16,856  
 幹事会費 20,000 7,860 12,140  
 ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ関連費 650,000 950,656 △ 300,656 №59，60，61，62，63 

    ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ制作費 330,000 427,350 △ 97,350  

    ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ発送費 320,000 523,306 △ 203,306 会費請求書同封 

 学会事務委託費 1,250,000 1,169,450 80,550  

 その他事務経費 400,000 208,890 191,110 名誉会員証関連費，封筒作成費，振込手数料等 

予備費 3,330,000 0 3,330,000  
当期支出合計 13,870,000 9,135,004 4,734,996  

繰越金 15,857,459 20,909,581 5,052,122  
合  計 29,727,459 30,044,585 317,126  

2010年 3月 31日現在会員数  1,241名 （名誉会員 38，一般会員 1,013，院生会員 190） 
 
 資 産      2010年3月31日現在  （円）  上記のとおり相違ありません 
銀行口座 20,909,581  2010年5月31日 阿部 誠 
現  金 0     
合  計 20,909,581  会計監査の結果，上記のとおり相違ありません 

   2010年6月1日 会計監査 武川 正吾 
 
 
 

６．2009 年度社会政策学会決算書 



 6

 
 

自  2010年 4月 1日 
至  2011年 3月 31日 

【収入の部】  （単位：円） 

項  目 ①'10年度予算 ②'09年度予算 差額（①－②） 備  考 
09年度決算 
（参考） 

会費収入 11,000,000 11,000,000 0  10,758,000 
大会参加費 1,700,000 1,700,000 0  1,947,500 
学会誌還元金 877,500 1,100,000 △ 222,500 学会誌1巻4号、2巻1～2号 1,328,300 
雑収入 70,000 70,000 0 広告掲載料、利子等含む 153,326 

当期収入合計 13,647,500 13,870,000 △ 222,500  14,187,126 

繰入金 20,909,581 15,857,459 5,052,122  15,857,459 

収入合計 34,557,081 29,727,459 4,829,622  30,044,585 
 
【支出の部】 

項  目 ①'10年度予算 ②'09年度予算 差額（①－②） 備  考 
09年度決算 
（参考） 

大会開催費 2,500,000 2,100,000 400,000  2,000,000 
春季大会 1,200,000 1,000,000 200,000  1,000,000 
秋季大会 1,200,000 1,000,000 200,000  1,000,000 
企画委員会活動費等 100,000 100,000 0  0 
旅費 800,000 800,000 0  365,567 
部会活動費 250,000 180,000 70,000  148,694 
学会誌発行費 4,100,000 4,100,000 0   3,651,458 
学会誌代金 2,880,000 2,880,000 0 学会誌2巻1～3号  2,880,000 
編集作業経費 1,000,000 1,000,000 0 人件費、発送用封筒代、査読者等郵送費 666,000 
ネイティブチェック代・謝金等 100,000 100,000 0  102,420 
編集委員会活動費 120,000 120,000 0  3,038 
選挙関連費 0 350,000 △ 350,000  364,084 
学会賞関係費 230,000 230,000 0  63,345 
 記念品代等 80,000 80,000 0  44,970 
 審査員図書費等 150,000 150,000 0  18,375 
国際交流関連費 300,000 300,000 0  150,000 
広報関連費 100,000 100,000 0  0 
名簿関連費 750,000 0 750,000  0 
 名簿作成費 530,000 0 530,000  0 
 名簿発送費 220,000 0 220,000  0 
内外諸学会分担金 60,000 60,000 0 日本経済学会連合会、社会政策関連学会協議会 55,000 
本部経費 2,420,000 2,320,000 100,000  2,336,856 
 幹事会費 20,000 20,000 0  7,860 
 ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ関連費 750,000 650,000 100,000  950,656 
    ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ制作費 350,000 330,000 20,000  427,350 
    ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ発送費 400,000 320,000 80,000 会費請求同封 523,306 
 学会事務委託費 1,250,000 1,250,000 0  1,169,450 
 その他事務経費 400,000 400,000 0 封筒作成費，振込手数料等含む 208,890 
予備費 2,137,500 3,330,000 △ 1,192,500  0 

当期支出合計 13,647,500 13,870,000 △ 222,500  9,135,004 

繰越金 20,909,581 15,857,459 5,052,122  20,909,581 

合  計 34,557,081 29,727,459 4,829,622  30,044,585 
 
 
 
 
1．年 2回の全国大会の開催 

 本学会は毎年春季・秋季の 2回の全国大会を開催してきた
が、最近は両大会ともに大会参加者が増加傾向にある。また、

大会でのテーマ別分科会も、自由論題の報告も増えている。 
学会員数も増加傾向にある。大会は学会活動の中心であり、 
今後も引き続いて年 2回の全国大会を開催する体制を維持 

 
する。 
 同時に、大会のあり方について幹事会を中心にして検討を

進め、社会政策の研究の発展につながる大会をめざす。 
 
2．部会活動の活性化と全国大会との連携強化 

 本学会の活動は、専門部会や地域部会に支えられていると

７．2010 年度社会政策学会予算 

８．2010 年度活動方針 
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ころが少なくない。多くの部会が活発に活動し、研究成果を

あげている。今後も部会活動がいっそう活発化するように学

会として支援する。また、大会のあり方についての議論と結び

つけながら、部会の活動や成果を全国大会に生かしてゆく努

力を行なう。 
 
3．学会誌の定期的な発行と質的向上 

 学会誌『社会政策』の年 3 回刊行を定着させるとともに、学
会誌の定期的な発行と質の向上をはかる努力を行なう。とく

に、会員の論文投稿が拡大するように努める。また、学会誌

の編集作業の一部外注を継続しつつ、編集委員の負担の軽

減をはかる。 
 
4．国際学術交流のさらなる発展 

 本学会は、これまでも海外の学会や研究者との交流に積極

的に取り組んできたが、社会政策研究をめぐる国際的な連

携・協力の必要性が大きくなるなかで、国際的な学術交流を

さらに拡大するとともに、学会としての組織的な取組みを強化

する。 
 
5．若い会員の能力発揮の機会の拡大 

 学会活動にたいする若手会員の活躍の場を拡大する。 
 
6．関連諸団体との協力関係の強化 

 社会政策関連学会協議会を中心にして、関係諸学会との

協力関係を維持する。 
 
7．学会財政の健全化 

 学会財政の健全化を進めるため、収入の確保をはかるとと

もに、支出面についてもたえず見直しを行なう。同時に、大会

参加者の増加により大会開催に必要な経費も増加する傾向

にあるので、大会開催費の見直しを行なう。 
 
8．会則・諸規程の整備 

 学会の会則・諸規程について、必要に応じて幹事会で検討

を進める。

 
 
 
1．課題 

2008-2010年期春季大会企画委員会（以下、春季企画委員
会と略記）は、次の 3点を課題として出発した。第 1は共通論
題の改革である。前期の春季大会企画委員長からの引継ぎ

事項に、共通論題のコンパクト化の検討が含まれていた。こ

れは、分科会重視という第 100回大会以来の学会・大会改革
の趣旨に沿ったものであり、阿部代表幹事の下での企画検

討委員会でもこの方向が確認されていった。 
 第2は、テーマ別分科会のより一層の充実である。これは第
1 の課題と対応している。春季企画委員会として当面できるこ
とは、各専門部会に分科会の事前準備を出来るだけ早く開

始するように促すこと、および経過報告を受ける形でのチェッ

クをかけることであった。また、春季企画委員会自身が、本学

会の発展にとって必要と考えられるテーマを設定し分科会を

開催することとした。 
 第 3 は、大会実行委員会と協力して、大会の準備・運営を
円滑に行うことである。前期に引き続き、自由論題応募受付

窓口、テーマ別分科会応募受付窓口、プログラム原稿作成

等について担当及びサポート体制を明確にすることにした。

また、共通論題の事前検討会への委員の参加、さらには先

述の春季企画委員会によるテーマ別分科会の開催という形

で大会の内容面での準備にも関わることとした。 
 
2．第 118回大会 

 第 118回大会は、2009年 5 月 23日・24 日に日本大学法
学部で開催された。参加人数は 489 人であり、このうち会員
外の参加が 144人であった（詳しくは NL60号参照）。 
 共通論題のテーマは「福祉社会の変貌と労働組合」であっ

た。コンパクト化については、共通論題の企画を、引き継ぎ直

後の 2008年 6月時点から進めねばならないという事情もあり、
企画検討委員会での議論に間に合わなかった。したがって、

従来どおり報告 4本で 1日分を当てて報告・討議を行うことと
なった。労働組合を共通論題として直接取り上げることは長ら

く行われてこなかったが、リーマン・ショック後の事態の展開の

中で、社会的にも注目を浴びるテーマとなった。3回開催され
た事前研究会では充実した討議がなされ、このことはよく準

備された報告につながったと評価される。他方で、会場での

報告者相互のより闊達な議論が必要であったという反省も残

った。 
 分科会は、テーマ別分科会が 13 分科会、自由論題は 20
報告・7 分科会が開催された。テーマ別分科会は数も多く内

容も豊富であった。専門部会では、非定型、ジェンダー、産

業労働、保健医療福祉、労働組合、労働史の各部会がテー

マ別分科会を開催した。委員会では、春季企画、国際交流、

学会小史の各委員会がテーマ別分科会を開催した。こうした

分科会の中には、共通論題の内容に呼応したものや海外の

著名な研究者を招いて開催したものもあった。しかしながら、

参加したい分科会が同じ時間帯に重なってしまうという不満

も残り、このことは共通論題のコンパクト化の必要性を再認識

させるものであった。 
 春季企画委員会活動としては、共通論題の事前研究会へ

の委員の参加者も多く、内容作りに実質的に関わったといえ

る。また、春季企画委員会の主催によるテーマ別分科会（「健

康戦略の転換と包括ケア－保健・医療・福祉連携の形を

探る」）が初めて実現した。事前準備に関わる実務について

は、報告応募に伴う問題の発生への対応、プログラム原稿

（春季企画委員会担当分）のチェック等が迅速かつ無難に行

われた。これについては、前期から継続していた委員の役割

が大きかったといえよう。また、大会実行委員会との協力も円

滑に行われた。 
 
3．第 120回大会 

 第 120回大会は、2010年 6月 19日・20日に早稲田大学で
開催された。参加者数は、417人で、第118回大会より少なか
ったが、これは会員外の参加者の少なさに影響された部分も

大きい（詳しくは NL次号参照）。 
 共通論題のテーマは、「地域の生活基盤と社会政策」であ

った。懸案だった共通論題コンパクト化の試みとして、報告を

3 本として第 1 日目の午後に設定した。討論時間も確保でき
たこと、第1日目午前の時間帯に参加者が多かったテーマ別
分科会もあったことなどから、この試み自体には一定程度の

効果があったと思われる。共通論題のテーマは、「なぜ地域

視点が重要なのか」、「包括的地域社会政策の現実性はどこ

に見出されるのか」などの探求を意図して設定された。こうし

た野心的なテーマを取り上げることの意義は確認できたと考

えられるが、他方で事前研究会が 2 回であったことや委員の
参加も少なかったことなどが、会場での議論の論点をより絞っ

た形で進められなかったことにつながったかもしれない。いず

れにせよ、本学会において関連する分野での議論が今後さ

らに発展していくことを期待したい。 
 分科会は、テーマ別分科会が 9 分科会と前回より少なかっ
た。第 118回大会では 1つの部会（あるいは委員会）が 2分
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科会を開いたケースもあるのに対して、第 120 回大会では 2
つの専門部会が共催する分科会もあったことなどがその一因

である。専門部会では、労働史・ジェンダー（共催）、社会保

障、非定型、日本・東アジア社会政策、産業労働、医療保健

福祉の各部会がテーマ別分科会を開催した。委員会として

は、春季大会企画委員会がテーマ別分科会を開催した。自

由論題は 23報告（プログラム上は 25報告）、9分科会であっ
たが、自由論題において 2 名の報告辞退者が出るという、や
や異例の事態が生じた。これについては今後何らかの対応

が必要であると考えられる。なお、くりかえしになるが、第 1日
目の午前中を分科会に当てることで分科会への参加の選択

肢を増やしたことには効果があったと評価してよいだろう。 
 春季企画委員会の活動としては、第 118回大会に続いて、
春季企画委員会主催のテーマ別分科会（「フランスと日本の

家族政策・子ども手当」）を開催した。これに関しては春季企

画委員会としての事前検討会も行った。今回のテーマの「家

族政策・子ども手当」も、前回の「医療・保健・福祉の連携」と

同様、本学会として今後も学際的に取り組んでいくことが期

待される領域であると考えられる。また、実務については第

118回大会時と同様に、分担を明確にしつつ円滑に行われ、
メール事故等も発生しなかった。また、時間割やプログラムの

作成等が効率的に進行するように、2 月初旬の春季企画委
員会に大会実行委員会からの出席をお願いした。 
 
4．おわりに 

 共通論題のコンパクト化の狙いの1つは、分科会（特にテー
マ別）への参加の選択肢を増やすことであった。むろんそれ

は分科会の内容上の充実を伴わなければ意味がない。その

ために、春季企画委員会（以下、2008-2010 年期と特定しな
い）としても、事前の準備が周到に行われるように、専門部会

との連絡をより密にするなどの措置が必要となろう。また、第

118／120 回大会で試みたように、春季企画委員会自身がテ
ーマ別分科会を開催することも一法である。さらに、先端的

研究を行っているグループに大会でのテーマ別分科会の開

催を積極的に働きかけることも考えられる。いずれにせよ、春

季企画委員会が興味深いテーマを常に考えておくことや、会

員の研究に関する情報をできるだけ集めておくことなどが求

められる。ちなみに、2008-2010 年期においては「住宅問題」
に関連するテーマの分科会を実現することができず積み残さ

れた。 
 共通論題については、本学会の限られた資源を有効に使う

という観点から、「年 2 回共通論題を開催することに意味をも
たせるためにはどうすればよいか」という発想を捨てないこと

が肝要である。すでに企画検討委員会では議論されているこ

とではあるが、秋季大会との連携、棲み分けは今後必要にな

るだろう。いずれにせよ、どこかで聞いたことのあるテーマが

繰り返されるといった事態は回避されねばならない。 
 分科会、共通論題以外にも多くの会員にとって大会を有意

義なものにする工夫はいろいろありうる。例えば前日の金曜

日の夜を利用した若手研究者のためのセッションやプレシン

ポ（開催校主催）などはすでに行われたこともあり、今後も検

討に値する催しであると考えられる。春季企画委員会としても、

こうした工夫を本部及び開催校に積極的に働きかけていくこ

とが必要であろう。 
（佐口和郎） 

 
 
 
 2008-2010年期秋季大会企画委員会は、2008年岩手大学
大会（第 117回）の実施、2009年金城学院大学大会（第 119
回）の企画立案ならびに実施、2010年愛媛大学大会（第 121
回）の企画立案を担当した。加えて、第 117 回大会と第 119
回大会の共通論題報告論文について学会誌編集委員会に

引き継ぐ前段階に大会企画委員会が担当することになって

いる査読を行った。 
 各大会の内容については、すでに時々のニューズレター上

に紹介されていることから割愛し、秋季大会企画委員会とし

て新たに試みた事がらにつき、報告させていただく。 
 研究大会を年2回開催している学会は数少ない。社会政策
学会はテーマ別分科会・書評分科会・自由論題分科会のい

ずれをとっても、本数、内容、参加者数ともに一定の水準を

保ちながら、大会を成功させてきている。会員のご協力、大

会開催校のご尽力によるものである。その背景に、人間らし

い豊かな生活を脅かす経済・社会の構造があり、生起する諸

問題への効果的な対応を社会政策に希求する人びとの期待

がある。年 2 回の大会を継続的に成功させてこられたのは、
会員各位がこうした社会的要請と日々真摯に向き合っている

からに他ならない。 
 大会を企画する立場に求められるのは、そうした社会政策

研究への社会からの期待や会員各位の研究エネルギーを、

各大会の内容にいかに適正に、しかも細大漏らさず、反映さ

せていくことができるかという配慮である。研究大会はダイナミ

ックな知的イノベーションの場、知的統合の機会でもある。研

究大会の成果を学会誌その他を通じて社会へ発信・還元し、

批判を受け、社会とともに学びつつ連続的なテーマ展開を目

指すことも、大会企画の役割である。 
 そのような観点から、学会大会には、まだまだ改善の余地

がある。当期の秋季大会企画委員会は、ささやかではあった

が 4つの試みを行った。 
 1 つめは、テーマの工夫である。第 119回大会の共通論題
テーマとして、最低賃金と生活保護基準問題を取り上げた。

社会保障、労働、生活に跨る広領域のテーマで、施策上もタ

イムリーで、理論、技術の両方に論点の拡がりを持つテーマ

を設定してみた。第 121 回大会では、一転して、社会政策の
現在を評価し、将来展望を行うというテーマを企画した。歴史

的パースペクティブにたって、社会政策がいったいどのように

進路設定されているのか、思想、規範、制度システムを包含

する広領域に包括的なビジョン提示を試みたいという趣旨で

ある。 
 2つめは、第 119回大会共通論題報告の公募を試みた。幸
いにも応募を得て報告が実現した。 
 3 つめは、第 119回大会の特別講演として厚生労働省から
最低賃金法担当者にお越しいただいた。政策現場からの声

を大会に直接反映させるためである。 
 4つめは、第 117回大会、第119回大会ともに、分科会報告
をもとに学会誌への積極的な投稿を企画委員会として呼び

かけた。 
 最後に、秋季大会企画委員会は地域部会から選出された

委員を中心に構成されている。学会の裾野の拡がり、重構造

な問題意識や観察眼の存在、社会政策課題の地域性、多様

な研究ネットワークの存在などを学会として確認しながら進む

場でもある。とくに人のリアルな生活実態を問題とする社会政

策研究にあってはグローバル標準では閉塞する。当期の委

員会では十分に議論できなかったが、秋季大会を企画すると

いうことの学会にとっての意味を、今後深めていってもらいた

いと思う。 
（小笠原浩一）
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 本年 6月をもちまして、メールによる研究会情報のサービス
を廃止させて頂きました（学会からのお知らせについてはメー

ル配信を継続します）。研究会情報については、ブログを利

用して引き続き会員の皆様にお知らせしておりますので、本

学会ホームページの 「最新研究会情報」 からご覧頂きたく

存じます。また、研究会情報を便利にご利用頂くために、広

報委員会では RSS フィード登録をお勧めしております。詳し
くは、本学会ホームページの「最新研究会情報の RSS 設定
について」をご覧下さい。 

（広報委員会）
 

 
 

第 14回幹事会議事録 
 
（1）名称：社会政策学会 2008-2010年期第 14回幹事会 
（2）日時：2010年 2月 14日（日）13:30～16:30 
（3）場所：東京大学大学院経済学研究科棟 12階第 3共同 

研究室 
（4）出席：阿部、石井、菅沼、小越、鈴木、埋橋、田中、久本、

森、小笠原、矢野、山本、玉井、佐口 （出席 14名） 
欠席：岩田、遠藤、沈、都留、平岡、布川、藤澤、宮本、 

室住、吉村 
（5）議題 
1．会員の入会・退会 
 16 名の入会が承認され（ニューズレター前号に掲載）、１名
の退会報告を行った。 
 
2．第 119回大会の総括 
 山本幹事より、大会の総括報告が行われた（ニューズレタ

ー前号に詳細を掲載）。なお、会計報告は未整理の点がある

ため、次回幹事会で再度報告することとした。 
 
3．春季大会企画委員会報告 
 佐口幹事より、第120回大会報告に関する企画委員会での
検討事項が報告された。 
 自由論題については、グループ分けと座長案が示され、重

複報告や前回大会との重複がないか等についての検討を行

った。テーマ別分科会については、非会員の報告の必要性

について確認した。この他に、当日の分科会のスケジュール

案が提示された。以上について、幹事間で意見交換を行っ

た後、委員会案を承認した。 
 
4．第 120回大会実行委員会報告 
 鈴木幹事より、第 120回大会の進捗状況が説明された。 
 現在、教室の確保、教室・機材の使用料、受付・書店の場

所といった点を検討中であることが紹介された。プログラムの

発送時期は教室確定時期の関係で、4 月末から連休明けを
予定していることもあわせて報告された。以上について、幹事

間で意見交換をした。 
 
5．秋季大会企画委員会報告 
 小笠原幹事より、最初に前回第 119回大会において新たに
課題となった点について報告があった。１つは人事異動のた

めに共通論題報告者の変更が生じたことで、今後、人事異

動を考慮して依頼をする必要があるということが指摘された。

2つめは報告希望のメールが委員長に届いていなかったとい
う問題で、報告申込みに対する委員会からのリプライがない

場合、応募者から確認をとるようにすること。3つめに、報告者
が欠席した分科会があったことで、今後、何らかの対策が必

要になっていることが明らかになった。以上の点について、幹

事間で意見交換を行った。 
 次いで、第 121 回の大会企画案の共通論題についての委
員会案が示され、テーマの設定の仕方、タイトルの表記、報

告者の人選について、幹事間で意見交換した。幹事会の意見

もふまえ、再度企画委員会で意見を集約し調整することとした。 

 
 
6．編集委員会報告 
 平岡幹事が大学の会議の関係で欠席したため、メーリング

リストにて下記について報告が行われた。 
 まず、第 1巻第 4号の刊行が遅れたがまもなく会員に届くこ
と。第 2 に、論文の投稿状況は、投稿本数が増える兆しがみ
られること。第 3に、第 2巻第 1号（通巻 5号）の内容は第118
回大会の共通論題を中心とし、刊行時期は 5月下旬とするこ
と。第 4に、次回大会（早稲田大学）において、編集委員会と
ともに、編集委員・査読専門委員協議会を開催すること。最

後に、次回大会をもって次期委員会に引き継ぎが行えるよう

準備を進めていること、以上である。 
 
7．広報委員会報告 
 菅沼幹事より、ニューズレターの発行スケジュールの報告

が行われた。この後、広報委員会の課題として、メール転送

サービス体制、研究会情報、ホームページの管理について、

負担軽減、技能継承および委員交代のあり方が挙げられた。 
 
8．国際交流委員会報告 
 宮本幹事が所用により欠席のため、阿部代表幹事より、今

夏に予定されている次回の国際社会保障会議について、学

会の後援の要請があり、承認された。また、次年度分の国際

交流旅費申請の 2 次募集について再度周知することが述べ
られた。 
 
9．経済学会連合への補助金申請について 
 石井幹事より、メーリングリスト上で公募してきた経済学会連

合への補助金について、応募がなかった事が紹介され、2 次
募集に向けて、再度会員に周知をすることが述べられた。 
 
10．会則・諸規定の整備について 
 阿部幹事より、今後の会則・規定の整備方針について、企

画委員の任期、大会実行委員会規定の作成、各種委員会の

会則上の位置付け、幹事の選出方法・選挙区定数などの課

題が挙げられ、幹事間で意見交換した。 
 
第 15回幹事会議事録 
 
（1）名称：社会政策学会 2008-2010年期第 15回幹事会 
（2）日時：2010年 4月 17日（土）14:15～17:00 
（3）場所：東京大学大学院経済学研究科棟 12階第 2共同 

研究室 
（4）出席：阿部、石井、菅沼、小越、鈴木、埋橋、久本、矢野、

玉井、佐口、沈、吉村 （出席 12名） 
欠席：岩田、遠藤、都留、布川、藤澤、宮本、室住、田中、

森、小笠原、平岡、山本 
（5）議題 
1．会員の入会・退会 
 6名の入会が承認され、4名の退会があったことが報告された。 
 
2．第 119回大会の会計報告 
 山本幹事が所用で欠席のため、事前に提出された資料に

基づき、阿部代表幹事より、119回大会の会計報告が行われた。 

11．転送メールサービスの廃止と社会政策学会研究会情報 RSS フィード登録のお願い 

12．幹事会報告 
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3．春季大会企画委員会報告 
 佐口幹事より、次回 120回大会に向けた共通論題打ち合わ
せ状況や企画委員会企画の分科会について報告があった。 
 
4．第 120回大会実行委員会報告 
 鈴木幹事より、教室確保の状況、プログラム制作や発送の

スケジュールが報告された。教室確保の関係から発送は 5月
8 日に行うこととした。また、受付の場所など未確定部分が一
部あり、早急に対応するという 報告もあった。なお、大会プロ
グラムは発送前にＨＰ上にアップすることとした。 
 
5．秋季大会企画委員会報告 
 埋橋幹事より、次回秋季大会の準備状況に関連して、共通

論題の打ち合わせ会の予定、書評分科会で取り上げる本の

選定作業などについて報告があった。 
 あわせて阿部幹事より、次回秋季大会開催校の愛媛大学

の準備状況について、会場確保や懇親会など順調に進んで

いるとの報告が行われた。 
 埋橋幹事より、企画委員会の交替時期にあたり、地方部会

から選出される委員の選出方法は決めておくべきとの意見が

出され、検討することとした。 
 
6．編集委員会報告 
 吉村幹事より、学会誌の編集業務に関しての報告が行われ

た。まず、次号（2 巻 1 号）の発行については、諸事情により
遅れたため 6 月初旬の発行になることが報告された。続いて、
論文の投稿状況や採択状況が報告され、次号以降の発行ス

ケジュールと内容が紹介された。その他、今後執筆要領の検

討を行うこと、編集委員会の引き継ぎの方法、および査読専

門委員の交替について報告が行われた。 
 これを受け、幹事から、編集作業のスケジュールの確認、編

集委員会の業務負担の多さ、今年中に切れる出版契約への

対応について意見交換を行った。このなかで、学会誌の発行

が遅れがちであるが、スケジュールに沿った発行に努めてほ

しいとの意見があった。また、編集委員会の業務が過大にな

らないよう、編集委員会からの要望があれば、幹事会に出し

てもらうこととした。 
 
7．広報委員会報告 
 菅沼幹事より、ニューズレターの発行予定、ホームページの

管理ノウハウの次期担当者への引き継ぎについて報告され

た。研究会等の情報を提供しているメール転送サービスをど

のように引き継ぐかが課題として挙げられた。 
 引き継ぎ問題に関連して、埋橋幹事より、各委員会とも引き

継ぎ書のようなものを作成する提案が出され、可能な委員会

からやっていくこととした。 
 
8．国際交流委員会報告 
 沈国際交流副委員長より、本年 9 月に中国で開催予定の

第6回日中韓社会保障会議への社会政策学会の関わり方に
ついて意見交換したい旨の発言があった。意見交換を通じ

て、同会議の日本側窓口は、従来日中韓社会保障交流委員

会が担ってきたが、その多くは社会政策学会員であり、今後

は学会として積極的に関与してゆくとしても、現段階では同

会議の開催趣旨や運営組織、参加団体等について幹事会

で十分検討されていないことから、今年度は学会としては後

援にとどめ、「日本・東アジア社会政策専門部会」が日本側

の運営の中心になるのが望ましいという意見が中心になっ

た。 
 また、国際交流委員会と「日本・東アジア社会政策専門部

会」の関係についても意見交換し、両者は異なる役割をもつ

ので、両者が協力しつつも独立して活動すること、学会として

も部会の国際交流を積極的に応援するという点で意見はまと

まった。 
 これに関連して、幹事から学会の国際学術交流や国際的

な活動をいっそう促進する必要があるとの意見が出され、今

後幹事会で検討することになった。 
 
9．2010年予算案 
 石井幹事より、2009 年度の決算案について説明があり、引
き続き2010年予算案の提案が行われた。予算案の大会開催
費について、参加人数の増加や施設使用料の徴収を行う大

学が増加してきたことを踏まえて、増額が必要という意見があ

り、意見交換を行った。この他、部会活動や国際交流を促進

する観点から予算管理のあり方について検討を行った。 
 
10．会費の未納状況 
 石井幹事より、会費の長期滞納者について報告があった。

会費未納 5 年以上の会員については、督促状を出し、一定
期日までに支払いがなければ幹事会で退会扱いとすること

が決定された。 
 
11．規程等の整備について 
 阿部代表幹事より、企画委員の任期を定めた企画委員会

規程の改正案が提案された。同提案に対しては、委員の三

選を禁止するかどうか議論が行われた。最終的には、委員の

三選は禁止しないよう条文を見直して総会に提案することと

した。最終の改正案はメーリングリストで幹事の了解をとること

にした。 
 
12．名誉会員の推薦について 
 阿部代表幹事より、名誉会員の候補者について、幹事から

推挙された会員が報告された。 なお、推薦期間が短かった
ので、推薦期間を 4 月末まで延ばすことにし、次回幹事会に
て最終決定することとした。 
 
※ 第 16－17回幹事会議事録は次々号に掲載予定です。 

 
 
 
第 1回次期幹事会準備会 
 
（1）名称：社会政策学会第 1回次期幹事会準備会 
（2）日時：2010年 2月 14日(日)16：30～17：20 
（3）場所：東京大学経済学研究科棟第 3共同研究室 
（4）出席：石井、禹、埋橋、小笠原、佐口、菅沼、武川、田中、

所、久本、矢野 （出席 11名） 
欠席：遠藤、大沢、都留、野村、布川 
オブザーバー：阿部 

（5）議題 
 

1．次期代表幹事の選出について 
 現代表幹事から、会則第 16 条にもとづく次期幹事会準備
会の開催趣旨が説明されたのち、次期幹事がそれぞれ自己

紹介を行なった。 
 そして代表幹事の議長の下で議事に入った。まず、次期代

表幹事の選出方法について意見を求めたが出席者から意見

がなかったため、議長より立候補および推薦により候補者を

選び、そのなかから選出することが提案され、了承された。 
 これを受けて立候補を募ったが、立候補する者がなかった

ため、推薦を求めたところ、次期幹事から久本憲夫会員を推

13．次期幹事会準備会報告 
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薦するとの発言があった。ほかに推薦者がなく、久本会員も

了解したため、次期代表幹事の候補者とした。 
 次いで、議長が久本候補を次期代表幹事に選出することに

ついて諮り、異議なく承認された。 
 
2．その他 
 次期学会本部の事務局体制等について意見交換を行なっ

た。 
 
第 2回次期幹事会準備会 
 
（1）名称：社会政策学会第 2回次期幹事会準備会 
（2）日時：2010年 5月 29日（土）14：00～15：30 
（3）場所：立教大学池袋キャンパス 5号館 1階第 2会議室 
（4）出席：石井、禹、笹島、佐藤、菅沼、所、久本、布川、矢野

（出席 9名） 
欠席：猪飼、居神、埋橋、遠藤、王、大沢、小笠原、佐口、

関口、武川、田中、都留、長井、野村 
オブザーバー：林（事務局） 

（5）議題 
1．次期幹事の自己紹介 
 出席した次期選出幹事、次期推薦幹事、次期事務局（オブ

ザーバー）が自己紹介を行い、次期幹事の人員について確

認を行い、下記のとおり了承された。 
選出幹事 
九州・中四国ブロック 
石井まこと、都留民子 
関西・北陸・東海ブロック 
埋橋孝文、所道彦、久本憲夫、布川日佐史 
関東甲信越ブロック 
禹宗杬、遠藤公嗣、大沢真理、佐口和郎、菅沼隆、

武川正吾、田中洋子、矢野聡 
東北・北海道ブロック 
小笠原浩一、野村正實 

推薦幹事 
猪飼周平、居神浩、王文亮、笹島芳雄、佐藤卓利、

関口定一、長井偉訓、未定 
事務局 
林祐司（オブザーバー） 

 なお、久本次期代表幹事より、駒澤大学が 2012 年春期大
会の開催校を引き受けて頂けそうであることから、残る 1名の
推薦幹事を駒澤大学より出して頂けるよう、調整中であるとい

う報告があった。 
 
2．次期幹事会体制について 
 次期幹事会の体制について確認を行い、学会誌編集委員

会、春季大会企画委員会、秋季大会企画委員会、広報委員

会、国際交流委員会の委員長・副委員長、社会政策学会関

連学会協議会の協議員*・参与協議員*、日本経済学会連合
の評議員*・英文年報編集委員、会計監査について了承され

た。 
※ *については準備会ののち確定。具体的な人選は「14.各
種委員会委員」を参照してください。 

 
3．幹事会の開催頻度と場所について 
 幹事会の開催が従来年間 6 回程度であったのを原則年間
4 回としたいという提案が次期代表幹事よりなされた。審議の
結果、年間 5回を目指し（大会の時はまとめて一度を想定）、
必要があれば臨時的に数回開催することが了承された。 
 本年度は春季大会の開催が通例に比べて一月遅れるため、

次期幹事会が発足する以前に委員会等の準備を可能なか

ぎり進め、次期幹事会が発足してのち速やかに実務を開始

することが次期幹事より提案され、了承された。 
 なお次期代表幹事より、次期幹事会を少なくとも一度、京都

大学で開催したいという意向が示され、了承された。 
 
4．その他 
 菅沼次期幹事より広報委員会の課題について報告があり、

メール転送サービス、ホームページ管理、ニューズレター編

集発行について意見交換を行った。 
① メール転送サービス 
 メール転送サービスは、メールアドレスのセキュリティ管理、

膨大な宛先不明・転送メール、依頼者とのやりとり、メール形

式の整理などの問題を抱えており、改革の必要があることに

ついて報告があり、メール転送サービスは会員多数の研究所

に移管することを模索したいという意向が示された。意見交

換の結果、メール転送サービスで現在行っている最新研究

会情報の提供はブログに一本化し（http://d.hatena.ne.jp/sssp_
information/）、RSS フィードによる更新情報の配信を会員に
周知する方向で改革を進める方向でいくことが確認された。 
 なお、学会事務関連の情報（大会報告の募集など）のメー

ルによる周知については継続審議することになった。 
② ホームページ管理 
 ホームページ管理は引き続き広報委員会の責任のもと管

理することが確認された。管理負担を軽減するために院生ア

ルバイトを活用することが提案され、その方向で改革を進め

ていくことが確認された。また、国際交流委員会より、国際交

流委員会と広報委員会が連絡を密にし、国際交流委員会が

作成した英文・中文・繁文・ハングルのコンテンツをホームペ

ージにアップロードすることが提案された。 
③ ニューズレター編集発行 
 ニューズレターは、学会事務局と広報委員会の双方から執

筆者に連絡がなされている現状が示された。意見交換の結

果、代表幹事との連絡や代表幹事による確認が必要であるこ

とから、学会事務局がニューズレターの編集・発行を行うこと

が合理的であることで一致をみた。現在、ニューズレターは

広報委員会の所管となっているため、事務局担当者が広報

委員を兼務し、ニューズレターの編集・発行を行うことが確認

された。

 
 
 
【学会誌編集委員会】 
委員長 禹宗杬（埼玉大学） 
副委員長 佐藤卓利（立命館大学） 
吉村臨兵（福井県立大学）、阿部彩（国立社会保障・人口

問題研究所）、吉田誠（香川大学）、平木真朗（西南学院

大学）、清水弥生（神戸女子大学）、濱本知寿香（大東文

化大学）、佐野嘉秀（法政大学）、丹波史紀（福島大学） 
【春季大会企画委員会（選出部会）】 
委員長 布川日佐史（静岡大学） 

副委員長 菅沼隆（立教大学） 
中澤秀一（静岡県立大学）、深澤敦（立命館大学）、首藤

若菜（日本女子大学）、青山悦子（嘉悦大学）、三重野卓

（山梨大学）、金鎔基（小樽商科大学）、市原博（駿河台大

学）、石川公彦（一橋大学）、榎一江（法政大学）、姜英淑

（東洋大学）、菊池英明（武蔵大学）、前浦穂高（労働政策

研究・研修機構） 
【秋季大会企画委員会（選出地方部会）】 
委員長 田中洋子（筑波大学） 

14．各種委員会委員（2010 年 8 月 15 日現在） 
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副委員長 石井まこと（大分大学） 
水野谷武志（北海学園大学）、藤原千紗（岩手大学）、土

田武史（早稲田大学）、浅生卯一（愛知東邦学園大学）、

三山雅子（同志社大学）、長井偉訓（愛媛大学）、森周子

（佐賀大学）、垣田裕介（大分大学）、鬼丸朋子（桜美林大

学） 
【広報委員会】 
委員長 猪飼周平（一橋大学） 
榎一江（法政大学）、大竹晴佳（新見公立大学）、上村泰

裕（名古屋大学）、熊沢透（福島大学） 
【国際交流委員会】 
委員長 矢野聡（日本大学） 
副委員長 王文亮（金城学院大学） 
金成垣（東京経済大学）、渡邊幸良（同朋大学） 

【学会賞選考委員】 
未定 
【社会政策学会関連学会協議会】 
協議員 遠藤公嗣（明治大学） 
参与協議員 大沢真理（東京大学）、武川正吾（東京大

学） 
【日本経済学会連合】 
評議員 埋橋孝文（同志社大学）、佐口和郎（東京大学） 
英文年報編集委員 所道彦（大阪市立大学） 
【学会史小委員会】 
未定 

 
※ 最新版は http://wwwsoc.nii.ac.jp/sssp/10yakuin.htmlを参
照してください。

 
 
 
 
 社会政策学会誌 『社会政策』 （以下「本誌」）が現行の編
集・刊行体制になって 2 年余りになります。この間、積極的な
論文投稿を受けて本誌刊行は堅調に続いています。投稿者、

査読委員をはじめとして雑誌の運営にご協力頂いている諸

会員ならびにミネルヴァ書房へは改めて感謝するとともに、今

後の発展にも尽力していきたいと思います。 
 さて、これまでの編集・発行等の実務にあたった経験から、

規定・倫理等のルールが十分に周知されていないのではな

いかと思われることが何度かありました。 
 今回は投稿行為に関する場面でのいくつかの点にご関心

を惹起したいと思います。 
 
1．二重投稿をしないでください（「社会政策学会倫理綱領」
第 9条）。 
 「投稿する原稿は未発表のものに限る」（本誌「投稿規定」

8）。他の雑誌・書籍等で既に公刊されたものを本誌に投稿す
ることや、未公刊であるが投稿論文と同じものが他の雑誌・書

籍等に投稿その他の形で公刊を意図して預けられた状態に

なっていることも該当します。また、同一ではないが、内容的

な重複等があると思われるものも注意してください。「当該投

稿論文と重複のあるテーマ、同一データ・事例・資料等を用

いて執筆した既発表論文、もしくは投稿中の論文がある場合

は、投稿時に添付しなければならない」（同上）。 
 
2．本誌掲載論文を他の雑誌・書籍等の公刊物へ転載するに
は一定の制限があります。 
 本誌に掲載された著作物の著作権は社会政策学会に属し

ます（本誌「編集規定」「8．著作権」）。本学会と発行元である
ミネルヴァ書房との間での現行の出版契約では、本誌掲載

論文を他の書籍等に論文等を転載する際は「発行後 2 年以
内は抑制する」とされており、これは本学会を経由して会員に

も影響することになります。なお、本誌掲載論文を博士論文

の一部に取り込むこと自体はこの制限に触れませんが、その

博士論文が公刊される場合などは該当するとお考えくださ

い。 
 
3．投稿し受理された論文を取り下げないでください。 
 本誌に投稿論文が受理された後に業績評価上有利である

とか、その他の理由で別の雑誌・書籍に掲載する機会が巡っ

てくることがあるかもしれません。「編集委員会は，社会政策

学会誌の発行に関し、編集方針の決定、査読専門委員との

連絡調整、掲載原稿の決定、刊行、疑義・不服への対応、投

稿状況に関する情報開示など、編集方針ならびに編集体制

に役割を負うものとする」（本誌「編集委員会規程」「3．役
割」）。この規定で直接・間接に伺えるように、本誌に投稿され

た論文は受け付けから掲載にいたるまでに編集委員、査読

者、その他関係する会員の少なくない時間と労力を要します。

掲載とならない場合であっても相当のプロセスを伴います。こ

れらはすべて手弁当で行われています。一旦投稿した論文

を途中で取り下げるのは、以上の煩労を無意味化するもので

倫理的に許されないと思ってください。 
 
4．以上にあげた事柄については実際の所は判断に迷うこと
があると思います。投稿前、投稿後その他いずれであっても、

気になることが生じたら編集委員会（編集委員長、担当の編

集委員等々）にお尋ねください。 
（学会誌編集委員会）

 
 

15．学会誌『社会政策』への投稿に関するルールについて 


